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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、その他の営業収入を含んでおりますが、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均雇用人員(８時間換算)を外数で記載して

おります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第57期、第58期、第59期については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

４  第57期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計

基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 144,153 150,158 149,336 147,654 145,881

経常利益 (百万円) 3,729 3,406 2,481 1,790 2,155

当期純利益 (百万円) 1,667 960 843 652 1,025

純資産額 (百万円) 17,798 19,723 20,170 20,450 21,083

総資産額 (百万円) 55,747 56,260 56,139 54,299 53,825

１株当たり純資産額 (円) 629.99 659.50 674.36 683.77 704.22

 
１株当たり当期純利益金額(円) 59.04 33.69 28.08 21.73 33.41

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) 56.10 32.29 － － －

自己資本比率 (％) 31.9 35.1 35.9 37.7 39.2

自己資本利益率 (％) 9.7 5.1 4.2 3.2 4.9

株価収益率 (倍) 14.0 25.5 26.4 28.8 25.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,702 2,879 2,020 1,907 2,578

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 260 △2,039 △1,580 △1,618 △852

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,111 △1,960 △949 △2,000 △2,254

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 9,523 8,403 7,893 6,180 5,652

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,446
(3,511)

1,558
(3,584)

1,566
(3,599)

1,513
(3,546)

1,523
(3,670)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、その他の営業収入を含んでおりますが、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均雇用人員(８時間換算)を外数で記載して

おります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第57期、第58期、第59期については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

４ 第57期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計

基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (百万円) 142,811 148,976 147,947 146,386 144,481

経常利益 (百万円) 3,547 3,352 2,384 1,669 2,079

当期純利益 (百万円) 1,577 938 807 607 998

資本金 (百万円) 4,940 5,660 5,660 5,660 5,660

発行済株式総数 (株) 28,251,678 29,911,678 29,911,678 29,911,678 29,911,678

純資産額 (百万円) 17,405 19,313 19,725 19,963 20,571

総資産額 (百万円) 55,015 55,563 55,377 53,357 53,087

１株当たり純資産額 (円) 616.09 645.78 659.61 667.58 687.17

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)
16.00
(8.00)

16.00
(8.00)

16.00
(8.00)

16.00
(8.00)

16.00
(8.00)

 
１株当たり当期純利益金額(円) 55.82 32.91 27.00 20.33 32.59

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) 53.06 31.54 － － －

自己資本比率 (％) 31.6 34.8 35.6 37.4 38.8

自己資本利益率 (％) 9.3 5.1 4.1 3.1 4.9

株価収益率 (倍) 14.8 26.1 27.4 30.8 25.7

配当性向 (％) 28.7 49.6 59.3 78.7 49.1

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,400
(3,093)

1,509
(3,177)

1,519
(3,205)

1,470
(3,147)

1,477
(3,273)



２ 【沿革】 

大正15年９月君澤安が現本店所在地の三島市広小路町に個人営業による薬局を開業、昭和22年９月妻君

澤キシノが継承し『君澤薬業株式会社』(現在の株式会社ＣＦＳコーポレーション)を設立、以下、現在に

至るまでの概況は次のとおりであります。 

 
  

記 

  ［株式会社ハックイシダの沿革］ 

大正12年７月石田初太郎が横浜市南区に個人営業による工業薬品、塗料、染料の小売店を開業し、昭和

24年11月『有限会社石田薬店』を設立、以下、合併に至るまでの概況は次のとおりであります。 

 
  

昭和32年９月 社名を『株式会社君澤薬局』に変更する。

昭和40年９月 薬品・化粧品に食料品・菓子等を加え、三島市広小路町でセルフサービス方式

のドラッグストアを始める。

昭和42年８月 生鮮食料品を営業品目に加え、スーパーマーケットとしてチェーン展開を開始

する。

昭和47年９月 社名を『株式会社キミサワ』に変更する。

    11月 株式会社ヤン・ヤン(連結子会社)を設立し、ミスタードーナツのチェーン展開

を開始する。

昭和51年７月 山一商事株式会社(現 株式会社きずなフーズ)の株式を取得(連結子会社)、翌

年惣菜工場を新築し業務委託する。

昭和63年12月 名古屋証券取引所市場第二部に株式を上場する。

平成元年９月 「キミサワ調剤薬局清水町店」を開店、調剤薬局のチェーン展開を開始する。

平成３年７月 銀行、レストラン、遊具コーナーなどを併設した当社最大規模の郊外型シ

ョッピングセンター「御殿場246店」を開店する。

平成５年８月 ８月21日をもって株式会社ハックイシダ［同社の沿革は下記］と合併し社名を

『株式会社ハックキミサワ』に変更する。

平成８年３月 合併の最大の目的として開発を進めてきた新業態コンボ(コンビネーショ

ンストア)の第１号店「ザ・コンボJr.厚木妻田店」を開店する。

    11月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場する。

平成９年２月 株式会社きずな総合開発(連結子会社)を設立する。

平成９年８月 名古屋及び東京証券取引所市場第一部に株式を上場する。

平成10年８月 ８月21日をもって、静岡県東部にドラッグストアをチェーン展開する株式会社

ウイステリア［同社の沿革は下記］と合併する。

    11月 静岡県大井川町に、当社が開発母体となってショッピングセンター「大井川シ

ョッピングタウン グランリバー」を開設する。

平成12年４月 ジャスコ株式会社(現 イオン株式会社)と業務・資本提携する。

平成15年８月 ８月21日をもって社名を『株式会社ＣＦＳコーポレーション』に変更する。

平成16年10月 イオン株式会社との業務・資本提携の解消を公表する。

平成17年２月 

平成17年９月 

平成18年１月 

 

平成18年２月

名古屋証券取引所における株式の上場を廃止する。 

株式会社ダイエーとヘルス＆ビューティーケア事業で業務提携する。 

イオン株式会社と改めてイコールパートナーシップを基本とする新たな関係の

構築につき合意書を締結する。 

コンボ６店舗、スーパーマーケット17店舗、ドラッグストア234店舗、ドーナツ

製造販売13店舗合計270店舗。

昭和30年12月 社名を『有限会社イシダ薬局』に変更する。

昭和39年11月 薬のセルフ販売を実施し、薬局のチェーン展開を開始する。

昭和41年８月 『株式会社イシダ』に組織変更および社名変更する。

昭和43年８月 『小港薬品株式会社』を設立、『株式会社イシダ』の営業すべてを引継ぐ。

昭和45年８月 社名を『株式会社クスリのイシダ』に変更する。

昭和51年９月 わが国初の本格的ドラッグストア「ハックドラッグ杉田店」を横浜市磯子区に

開店、以後ドラッグストアのチェーン展開を開始する。

昭和54年２月 社名を『株式会社ハックイシダ』に変更する。

    ３月 わが国初の郊外型スーパードラッグストア「ハックスーパードラッグ戸塚店」 

を横浜市戸塚区に開店、スーパードラッグストアのチェーン展開を開始する。

平成５年８月 ８月21日をもって株式会社キミサワと合併する。



  ［株式会社ウイステリアの沿革］ 

 
  

昭和61年６月 富士市に株式会社ウイステリア創業設立、代表取締役社長に後藤武茂が就

任し、ドラッグストア「ウイズ中央店」を開店する。

昭和62年９月 富士宮市に２号店を開店し、ドラッグストアのチェーン展開を開始する。

平成10年８月 ８月21日をもって株式会社ハックキミサワと合併する。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社５社および関連会社１社から構成され、加工食品、生鮮食品等の食料品および医薬

品、化粧品、日用雑貨品等の小売業ならびにその他の事業活動を展開しております。当社グループの当該事業にかか

る位置づけは、次のとおりであります。 

  

 

（注）㈱コンビニエンスサービスは、平成17年７月20日に清算が結了いたしました。 

以上を図示すると次のとおりであります。 

  
 

  

  

業態 会社名 主な事業の内容

商品小売業 (株)ＣＦＳコーポレーション (連結財務諸表提出会社)
スーパーマーケット、 
ドラッグストア

(株)きずなフーズ (連結子会社) 惣菜等食品の製造・販売

(株)ヤン・ヤン (連結子会社) 菓子等の販売

その他 (株)きずな総合開発 (連結子会社) 店舗開発および管理運営

(株)きずなインシュアランス (非連結子会社) 損害保険等代理

(株)函南キミサワ (非連結子会社) 不動産賃貸

(株)函南ショッピングセンター (持分法非適用関連会社) 不動産賃貸



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) 特定子会社に該当する会社はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業区分別の従業員数を示すと次のとおりで

あります。 

平成18年２月20日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均雇用人員(８時間換算)を外数で記載してお

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年２月20日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均雇用人員(８時間換算)を外数で記載して

おります。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、ＣＦＳユニオンと称し、平成18年２月20日現在の組合員数は3,946名で、Ｕ

Ｉゼンセン同盟流通部会に属しております。連結子会社各社には労働組合がありません。なお、労使

関係について特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱きずなフーズ
静岡県 
三島市

10 商品小売業 100
商品の販売及び購入 
役員の兼任 １名

㈱ヤン・ヤン
静岡県 
三島市

10 商品小売業 100
店舗の賃貸等 
役員の兼任 ２名

㈱きずな総合開発
横浜市 
港北区

80 その他 100
用度品等の購入並びに建 
物設備の保守及び管理等 
役員の兼任 １名

事業区分 従業員数(名)

商品小売業

ドラッグストア事業 831(1,961)

フード事業 321(1,547)

ドーナツ製造販売 19(   92)

本部等 348(   58)

その他事業 4(   12)

合計 1,523(3,670)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,477(3,273) 34.4 9.6 5,807,779



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当業界は、個人消費がゆるやかな回復基調へ転換するなか、出店競争や業

種・業態を超えた販売競争が激化し引き続き厳しい経営環境となりました。 

このような状況の中で、当社にあっては、第一次中期３ヶ年経営計画の基礎年として、「医・食・心

同源」をコンセプトとした「健康維持・増進に関するソリューション企業」の確立を目指すとともに、

商品政策・販売政策・価格政策の一元管理と固定客重視の施策に一層注力し、収益基盤の強化に努めま

した。商品政策では、戦略的パートナーとする取組先との連携を深め、この協働により高付加価値商品

を中心に販売力の強化を行いました。また、高品質のプライベートブランド商品（ＨＪＢ）の開発、販

売を拡大いたしました。 

一方、業務改革（ＢＰＲ）を推進すべくモデル店舗を通して店舗オペレーションの効率化を図り、同

時にＩＴ関連投資による店舗支援システム等の構築も推進いたしました。 

平成１７年９月には株式会社ダイエーと業務提携し、同社が事業基盤強化の柱として食品とともに自

社で進めることを決定したヘルス＆ビューティーケア事業（店舗名「ＨｍＢ」）に対して、当社は商品

供給を含む売場の改装および店舗運営指導業務等を行う契約を締結しました。９月末に第１号店を同社

「千里中央店」（大阪府豊中市）にオープンし、その検証を踏まえ１月以降同社の店舗改装に合わせて

４店を順調に展開しております。 

平成１８年１月にはイオン株式会社との間で新たなる関係の構築を目指して、経営トップ同士が鋭意

協議した結果、相互の信頼に基づくイコールパートナーシップを基本とする合意書を締結しました。こ

れにより経営の独自性を確立しつつ、お互いの企業価値を高めるための相乗効果の追求を図るものであ

ります。 

店舗につきましては、神奈川県９店、静岡県２店、東京都５店計１６店舗を出店し、９店舗を閉鎖し

ました。この結果、当連結会計年度末の店舗数は、ドラッグストアが神奈川県１２０店、静岡県９１

店、東京都ほか２３店計２３４店舗、スーパーマーケットおよびコンボが静岡県１８店、神奈川県４

店、東京都１店計２３店舗、ドーナツ製造販売が静岡県１３店舗で、合計２７０店舗となりました。な

お、ドラッグストア２３４店舗のうち、６０店舗で調剤を取扱っております。 

これらの結果、当連結会計年度の連結売上高は、新規出店を推進したものの店舗閉鎖等の影響により

１，４５８億８１百万円と前連結会計年度に比べ１７億７３百万円（１．２％）の減収となりました。

しかしながら連結経常利益については、昨年度下期より積極的に取り組んできた商品政策・販売政策・

価格政策の見直しによる粗利益率の向上が奏効し、２１億５５百万円と前連結会計年度に比べ３億６４

百万円（２０．４％）の増益となりました。また連結当期純利益は１０億２５百万円となり、前連結会

計年度に比べ３億７２百万円（５７．１％）の増益となりました。 

  



     事業区分別の業績は、次のとおりであります。 

 ・商品小売業 

  ①ドラッグストア事業 

ドラッグストア事業では、「すべては“First Contact”から」を営業方針とし、専門性と店舗営業

力の強化を図るとともに、東日本旅客鉄道株式会社とタイアップした店舗開発を推進するなか、前年度

「コンビニエンスドラッグ」をテーマに駅改札内に出店した「ハックエクスプレス西船橋店」（千葉県

船橋市）に引き続き、６月にはＪＲ小田原駅ビル内に駅型ドラッグストアの調剤併設タイプ第１号店と

して「ハックエクスプレス小田原ラスカ店」（神奈川県小田原市）を、１０月にはＪＲ昭島駅構内に

「ハックエクスプレス昭島店」（東京都昭島市）をそれぞれ出店いたしました。調剤部門では、隣接し

た総合病院の処方箋発行に対応できる高度総合機能を備えた新型モデル「ハックドラッグ中野富士見町

薬局」（東京都中野区）を大型改装によりオープンさせるとともに、新たに４店舗で調剤の取扱いを開

始しました。また、調剤業務の効率化を図るために新調剤支援システムを導入するとともに、人財育成

を含めカウンセリング力の強化や調剤業務の標準化等を図るため、１月に調剤研修センター（横浜市港

北区）を開設いたしました。 

店舗については、平成１７年３月の「ハックドラッグ青葉台パルテ店」（横浜市青葉区）をはじめと

して１５店舗を出店し、神奈川、静岡を中心にエリアドミナント化の継続、東京都内への展開を図りま

した。一方、競合他社や市場環境の変化に対応した既存店舗改装を機動的に行い、また非効率な８店舗

を閉鎖しました。 

この結果、ドラッグストア事業の売上高は前連結会計年度に比べ２．２％増の１，０１０億４百万円

となりました。 

  

  ②フード事業 

フード事業（スーパーマーケットおよびコンボ）では、「Tasty & Fresh」(おいしさ・新鮮さ)を営

業方針とし、静岡東部エリア重点施策として、６月に「キミサワ御殿場２４６店」（静岡県御殿場市）

の全面改装を実施し、９月に「キミサワ函南店」（静岡県田方郡函南町）、１１月に「キミサワ裾野

店」（静岡県裾野市）、１２月に「ザ・コンボ函南店」（静岡県田方郡函南町）をそれぞれ改装いたし

ました。また、同じ１２月に東京都内に「キミサワ自由が丘奥沢店」（東京都目黒区）を「ハックドラ

ッグ自由が丘奥沢店」と併設出店いたしました。更に固定客作りとお客様の来店頻度を高めるため、生

鮮三部門の仕入見直し強化を図り、惣菜部門の品揃えの拡充に取り組みました。 

しかしながら、入居しているビルの再開発計画に伴って「キミサワ三島広小路ショッピングセンター

店」（静岡県三島市）を閉鎖したこと等が影響し、減収を余儀なくされました。 

この結果、フード事業の売上高は前連結会計年度に比べ８．６％減の４２１億６９百万円となりまし

た。 

  

  ③ドーナツ製造販売、商品供給他 

ドーナツ製造販売（ミスタードーナツ加盟店）の売上高は、前連結会計年度並みの１１億６０百万円

となりました。なお店舗については新規出店はなかったものの、１１月に静岡南店（静岡市駿河区）を

アピタ静岡店のショッピングセンター内へ移転しております。商品供給他の売上高は、販売特約店の契

約店舗数の減少等により、前連結会計年度に比べ１３．４％減の９億４７百万円となりました。 

   

  ・その他事業 

   その他事業の売上高は、前連結会計年度に比べ２８．０％増の５億９９百万円となりました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物（以下「現金」という。）は、前

連結会計年度末に比べ、５億２８百万円減少し、５６億５２百万円となりました。  

  

   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動よるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ６億７１百万円増加し、２５億７８百万

円の収入となりました。これは、主に昨年度下期より推進した業績回復のための販売政策、商品政策が

奏効し、税金等調整前当期純利益が大幅に増加したこと等によるものであります。 

  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ７億６６百万円増加し、８億５２百万

円の支出になりました。これは、主に新規出店に係る貸付の支出およびＩＴ関連投資に伴う無形固定資

産の取得等が減少したこと、投資有価証券の売却による収入や差入保証金の返還による収入が増加した

こと等によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ２億５３百万円減少し、２２億５４百

万円の支出になりました。これは、主に財務体質の強化および資金の効率化を図り、引き続き有利子負

債の圧縮に努めたこと等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 事業別販売実績 

  

 
(注) １ ( )内は当連結会計年度末の店舗数を記載しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分 売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

商品 
小売業

ドラッグ 
ストア 
事業

 神奈川県 (120店舗) 56,594 38.8 102.8

 静岡県 (91店舗) 36,459 25.0 100.6

 東京都他 (23店舗) 7,950 5.5 105.7

 小計 (234店舗) 101,004 69.3 102.2

フード 
事業

 神奈川県 (4店舗) 7,491 5.1 92.0

 静岡県 (18店舗) 34,510 23.7 90.8

  東京都 (1店舗) 167 0.1 －

 小計 (23店舗) 42,169 28.9 91.4

ドーナツ製造販売 (13店舗) 1,160 0.8 100.0

商品供給他 947 0.6 86.6

商品小売業計 (270店舗) 145,282 99.6 98.7

その他事業 599 0.4 128.0

合計 (270店舗) 145,881 100.0 98.8



(2) 商品部門別売上状況 

商品小売業における商品部門別売上状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 商品供給他は主として販売特約店に対するものです。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 商品部門別仕入状況 

商品小売業における商品部門別仕入状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

一般食料品 34,467 23.7 96.5

生鮮食料品 17,551 12.1 92.2

雑貨品 36,067 24.8 97.3

薬品 27,271 18.8 106.2

化粧品 28,492 19.6 101.5

その他 486 0.3 93.3

小計 144,336 99.3 98.8

商品供給他 945 0.7 86.6

合計 145,282 100.0 98.7

区分

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

仕入高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

一般食料品 26,234 24.3 96.9

生鮮食料品 12,150 11.3 91.8

雑貨品 28,071 26.0 96.5

薬品 18,057 16.8 105.3

化粧品 22,683 21.0 101.3

その他 420 0.4 93.6

小計 107,618 99.8 98.4

商品供給他 240 0.2 69.3

合計 107,859 100.0 98.3



３ 【対処すべき課題】 

ドラッグストア業界およびスーパーマーケット業界を取巻く環境は、出店競争や業種間を超えた同質化

競争の激化によりますます厳しい状況になっていくことが予想されます。このような環境の中で、医・食

両面の経営基盤を保有している当社は、「医・食・心同源」をコンセプトとし、「健康維持・増進に関す

るソリューション企業」の確立を目指す第一次中期３ヶ年経営計画を推進しております。社会の高齢化や

生活習慣病の増加を背景に心や体への負担要因が多様化する中で、心身ともにいつも・いつまでも若々し

く健康でありたいというお客様のニーズはますます高まっており、このようなニーズに対応していくため

に、第一次中期３ヶ年経営計画の中で本年度を基礎年とし、第６０期（平成１９年２月期）を実行年とし

て業態特性、人財特性、販売特性の強化を図ってまいります。 

ドラッグストア事業では、「すべては”First Contact”から」を営業方針とし、商勢圏の拡大を図り

ながら積極的に新規出店を加速し、お客様のより健康で快適な生活をサポートしてまいります。また、医

薬分業の進展に対応し調剤部門の事業拡大とサービスの質の向上を図ってまいります。更に、本年度積極

的に取り組んできましたアンチエイジングケア（抗加齢）・ストアの具体的な開発の一環として、平成１

８年３月には新業態店舗（東京都立川市）を複合ショッピングモールの一角に出店いたしましたが、今後

その実証を踏まえた展開を行ってまいります。新規出店については、商勢圏の拡大を図りながら積極的に

出店を加速してまいります。調剤部門については、引き続き事業の拡大と調剤研修センターによるサービ

スの質の向上を積極的に図ってまいります。 

フード事業では、「Tasty & Fresh」（おいしさ・新鮮さ）を営業方針とし、既存店の改装ならびに新

規出店を積極的に行い、地域密着型スーパーマーケットの確立を目指してまいります。また、食の安全・

安心を高めるため社内管理体制を更に強化してまいります。 

以上のように当社は、価格という同質化競争から脱却した当社独自の価値訴求型の「専門性」「コンビ

ニエンス性」を核としたコーポレートブランド、ストアブランドの確立を図り、ＣＦＳ（Customer First 

Stores＝お客様第一主義の店舗）という社名の具現化に向け全社一丸となって取り組んでまいります。 

業務改革（ＢＰＲ）については、業務全般にわたって合理化・効率化のための抜本的な改革を図るため

モデル店舗での効果検証を行い、既存店舗への導入を展開してまいります。また、ＩＴ関連投資による業

務効率化や人材面においてはＣＦＳマイスター制度、ＣＦＳアソシエイト制度による「人財」育成体制の

充実を引き続き推進してまいります。 

また、平成１７年９月株式会社ダイエーとの間で行った同社のヘルス＆ビューティーケア事業の基盤を

強化することを目的とする店舗運営指導ならびに商品供給に係る業務提携については、同社の店舗改装計

画にあわせて当社の取組みを本格化させ、業績への成果を具現化してまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下のとおりでありま

す。当社グループは、これらのリスクを十分認識したうえで、発生の回避および発生した場合の対応に最

大限の努力をしてまいります。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において、

当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 自然災害、天候について 

当社グループの主力事業であるドラッグストア事業およびフード事業は、天候状況によって消費者の

購買行動の影響を受けやすい商品が多く、冷夏・暖冬等の天候不順は、これらの事業における売上の低

迷をもたらし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、自然災害に対する備えと

して、防災マニュアルを作成し、従業員等への教育による危機管理意識の徹底に努めていますが、地

震・洪水・台風等の不測の災害によって店舗等の事業所が損害を受けた場合、業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  

(2) 法的規制について 



当社グループは、「薬事法」、「食品衛生法」、「製造物責任法（ＰＬ法）」、「容器包装に係る分

別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」、「個人情報保護法」、「大規

模小売店舗立地法」等の法的規制を受けております。当社グループは法的規制を遵守していく所存であ

りますが、今後、これらの規制の強化により、事業活動が制限されたり、コスト負担増となる場合、業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 薬剤師の確保について 

平成１８年に薬事法の改正が予定されておりますが、この改正により医薬品の販売体制は大きく変わ

っていくことが予想されます。この環境の変化に対応しつつ、店舗網の拡大を図っていくためには薬剤

師の確保が重要となり、当社グループはその確保に努めております。しかしながら、薬剤師の確保の状

況によっては出店政策および営業活動等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 調剤業務について 

当社グループの店舗のうち、調剤専門薬局および調剤併設店舗におきましては、平成１７年に新調剤

支援システムの導入を行い、調剤業務の効率化を図っております。また、カウンセリング力の強化や調

剤業務の標準化等を図るため調剤研修センターを開設する等体制を整備し、医薬専門の顧問弁護士との

契約も締結しておりますが、調剤薬の不良・調合ミス等により、将来万が一重大な事故があった場合、

当社グループの社会的信用の低下等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 食の安全性について 

当社グループは、生鮮食品からドライ・加工食品、日配食品等の商品を販売しております。近年米国

産牛肉のＢＳＥ問題や鳥インフルエンザの発生等食の安全性に係る問題から、消費者の「安全・安心」

に対する要求が一段と高まっており、お客様からの信頼を高めるため品質管理・商品管理体制を引き続

き強化してまいります。しかしながら今後品質問題等により食品の生産、流通に支障が生じた場合、業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 店舗展開について 

当社グループは、今後もドラッグストアおよびスーパーマーケットを積極的に出店していく予定であ

りますが、出店先である駅ビルや郊外店等の開店が賃借先の事情等何らかの事情により遅れる場合があ

ります。出店数およびその集客状況、あるいは消費動向によっては、当社グループの利益計画に影響を

及ぼす可能性があります。また、健全な利益計画を推進するための不採算店の閉鎖および業態変更等に

伴い、特別損失が発生し業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 顧客情報の管理について 

当社グループは、調剤に係る薬歴情報およびポイントカード会員の個人情報を保有しております。個

人情報の保護については平成１７年１０月にプライバシーマークの認定も受けているところですが、個

人情報はもとより情報の取り扱いについては、情報文書管理責任者を選任し、情報の管理・保管等を徹

底し万全を期しております。しかしながら、コンピュータシステムのトラブルによる情報流出や犯罪行

為等による情報漏洩が発生した場合、当社グループの社会的信用の低下等により、業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(8) 資産の減損処理について 

当社グループは、店舗等で収益性が低下した場合、減損会計の適用により対象となる資産または資産

グループに対して、固定資産の減損処理が必要になる可能性があります。これにより、当社グループの

業績および財務状態に影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社は、平成１７年９月８日に株式会社ダイエーと業務提携し、同社が事業基盤強化の柱として食品

事業とともに自社で進めることを決定したヘルス＆ビューティーケア事業に対し、商品供給を含む売場

の改装および店舗運営指導を行なうことについての基本協定を締結しました。 

  

(2) 当社は、平成１６年１０月８日にイオン株式会社との業務・資本提携契約の解消およびイオン・ウエ

ルシア・ストアーズからの脱退を公表いたしました。その後、新たな関係のあり方も含め同社と協議を

続けてまいりました結果、平成１８年１月３１日に両社は相互の信頼関係の下にイコールパートナーシ

ップに基づく新たな関係を構築することに合意し、相互の独自性を確立しつつ、お互いの企業価値を高

めるための相乗効果の追求を図っていくことになりました。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この財務諸表の作成にあたり、必要と思われる見積りを合理的な基準に基づいて実施しており

ます。詳細につきましては、「第５ 経理の状況 重要な会計方針」に記載しております。 

  

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、５３８億２５百万円で前期に比べ４億７３百万(０．９％)減少しまし

た。  

 流動資産は２３１億７４百万円で、前期に比べ２億１７百万円（１．０％）の増加となりました。こ

れは主に、現金及び預金が５億２８百万円減少したものの、たな卸資産が４億２百万円および流動資産

その他が２億３８百万円増加したこと等によるものであります。  

 固定資産は３０６億５１百万円で、前期に比べ６億９０百万円（２．２％）の減少となりました。こ

れは主に、差入保証金の減少６億８５百万円によるものであります。  

 当連結会計年度末の負債は、３２７億４１百万円で前期に比べ１１億７百万(３．３％)減少しまし

た。  

 流動負債は２１８億４百万円で、前期に比べ１億８９百万円(０．９％)の増加となりました。これは

主に、買掛金が３億２９百万円減少したものの、未払法人税等が６億２０百万円増加したこと等による

ものであります。  

 固定負債は１０９億３７百万円で、前期に比べ１２億９７百万円(１０．６％)の減少となりました。

これは主に、退職給付引当金が４億５１百万円増加したものの、長期借入金が１６億７５百万円減少し

たこと等によるものであります。  

 当連結会計年度末の資本は、２１０億８３百万円で前期に比べ６億３３百万(３．１％)増加しまし

た。これは主に、利益剰余金の増加５億４４百万円、その他有価証券評価差額金の増加９０百万円によ

るものであります。  

 なお、当連結会計年度末の有利子負債は１１４億７５百万円で、前期に比べ１７億７５百万円(１

３．４％)減少しました。  

  

(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は、一般食料品部門で３４４億６７百万円(前期比３．５％減）、生鮮食料

品部門で１７５億５１百万円(前期比７．８％減）、雑貨品部門で３６０億６７百万円(前期比２．７％

減)、薬品部門で２７２億７１百万円(前期比６．２％増）、化粧品部門で２８４億９２百万円(前期比

１．５％増)とその他部門、商品供給他およびその他事業等の営業収入を合わせまして全体では１,４５

８億８１百万円で前期に比べ１７億７３百万円(１．２％)の減収となりました。  

 売上総利益は４１１億５百万円、売上総利益率は２８．２％（前期比０．８％増加）で、前期に比べ

７億円(１．７％)増加しましたが、販売費及び一般管理費は売上高販管比率が０．６％上昇し金額的に



は４億９７百万円増加となり、結果として営業利益率は１．４％(前期比０．２％増加)となりまし

た。  

 また、経常利益は２１億５５百万円で、前期に比べ３億６４千万円(２０．４％)の増益、経常利益率

は１．５％となりました。当期純利益は１０億２５百万円で、前期に比べ３億７２百万円(５７．１％)

の増益となりました。  

 詳細につきましては「１ 業績等の概要 (1) 業績」に記載のとおりであります。  

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

詳細につきましては「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  

(5) 戦略的現状と見通し 

少子高齢化や医療制度の見直しによる医療費負担の増加等の流れの中で、お客様の健康維持・増進に

対するニーズは更に高まっていくものと考えられます。このような状況のなか、当社は「医・食・心同

源」をコンセプトとした「健康維持・増進に関するソリューション企業」の確立を目指し、第一次中期

３ケ年経営計画の実行年として引き続き営業力および収益力の強化に努めてまいります。 

また、「３ 対処すべき課題」で述べたとおり平成１８年３月に出店したアンチエイジングケアをテ

ーマとした新業態店舗の検証を行い、そのノウハウを確立し出店を推進してまいります。 

新規出店につきましては、神奈川、静岡、東京を中心として、ドラッグストア２０店舗およびスーパ

ーマーケット２店舗合計年間２２店舗を計画しております。 

  

(6) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

① 資本の財源 

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2) キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。また、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、以

下のとおりであります。 
  

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 
(注) 各指標の算出方法は次のとおりであり、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

・株主資本比率          ：株主資本÷総資産 
・時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額÷総資産 
・債務償還年数          ：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 
・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー÷利払い 
＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている営業活動によるキャッシュ・
フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい
る全ての負債を対象としております。 
 また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

② 資金の流動性 

当社グループは、余剰資金と有利子負債の削減を積極的に進め、金融収支の改善を図るとともに、

資金計画を厳密に運用して手元流動性の向上に努めており、運転資金および設備資金を自己資金で賄

っております。また引き続き資金の効率的な運用を図りながら、必要に応じて直接・間接金融による

資金調達を実施してまいりたいと考えております。今後も予測不能な事態が生じない限り、自己資金

の範囲内で安全かつ安定的な資金運用が可能と認識しております。  

 なお、当連結会計年度末の流動比率は１０６．３％、固定比率は１４５．４％、固定長期適合比率

は９５．７％であります。  

  

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について 

詳細につきましては「３ 対処すべき課題」に記載のとおりであります。 

平成16年２月期 平成17年２月期 平成18年２月期

株主資本比率(％) 35.9 37.7 39.2

時価ベースの株主資本比率(％) 39.4 34.5 46.5

債務償還年数(年) 7.3 6.9 4.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 9.1 10.1 14.2



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、事業規模拡大のため商品小売業においてドラッグストア15店舗、スーパーマーケット

１店舗計16店舗を新規出店し、一方既存店活性化のために、ドラッグストア10店舗、スーパーマーケット

４店舗、ミスタードーナッツ１店舗計15店舗等の増減床・改装を実施いたしました。その結果、当連結会

計年度の設備投資は15億48百万円となりました。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年２月20日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業区分
設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
工具及び
備品

土地
(面積㎡)

その他
差入
保証金等

合計

ドラッグ 
ストア

杉田店他計120店舗 
(神奈川県)

商品小売業 店舗 2,077 296
1,573
(6,611)
〔61,743〕

2 5,676 9,625
458

(1,130)

三島広小路店他 
計91店舗 
(静岡県)

商品小売業 店舗 1,403 175
463

(5,120)
〔146,421〕

─ 2,383 4,426
284

( 686)

自由が丘薬局他 
計23店舗 
(東京都他)

商品小売業 店舗 427 124
─
(─)

〔13,549〕
0 1,147 1,700

89
(  145)

フード

港南台SC店他 
計４店舗 
(神奈川県)

商品小売業 店舗 354 35
─
(─)

〔27,110〕
15 1,500 1,905

53
(  213)

富士厚原店他 
計18店舗 
(静岡県)

商品小売業 店舗 1,483 176
2,304
(18,549)
〔126,131〕

29 2,652 6,646
237

(1,022)

自由が丘奥沢店  
計１店舗  
(東京都他)

商品小売業 店舗 54 18
─
(─)
〔─〕

1 88 163
11 

(   20)

賃貸物件 
(静岡県他)

その他 店舗 1,151 ─
258

(4,441)
〔65,136〕

─ 266 1,675 ―

本部等 
(神奈川県他)

―
事務所 
等

84 84
407

(1,483)
〔2,433〕

2 140 718
345

(   57)



(2) 国内子会社 

平成18年２月20日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、機械装置および車両運搬具であり、建設仮勘定を含んでおりません。な

お、金額には消費税等を含めておりません。 

２ 土地及び建物の一部を賃借しております。賃借料は、7,576百万円であり、土地の面積については〔 〕内

に外書きしております。 

３ 従業員数の( )内は臨時従業員(８時間換算)の年間の平均雇用人数であり、外書きしております。 

４ 差入保証金等には、「長期貸付金」および「長期前払費用」に計上されている平成13年３月21日以降支出

の建設協力金等を含めて表示しております。 

５ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

提出会社 

平成18年２月20日現在 

 
  
  

国内子会社 

平成18年２月20日現在 

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業区分
設備の 
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
工具及び
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱きずなフーズ
静岡県 
三島市

商品小売業
惣菜等 
製造装置

33 16
─
(─)

〔7,625〕
34 84

21
(292)

㈱ヤン・ヤン
静岡県 
三島市

商品小売業 店舗 108 14
─
(─)

〔1,302〕
10 133

21
( 94)

㈱きずな総合開発
横浜市 
港北区

その他
コンピュー
タ機器

2 1
─
(─)
〔─〕

― 4
4

( 12)

設備の内容 契約期間
年間リース料
(百万円)

契約残額 
(百万円)

店舗什器

店舗用POSシステム ４年から６年 807 1,831

コンピュータ機器等

会社名 設備の内容 契約期間
年間リース料 
(百万円)

契約残額 
(百万円)

株式会社きずなフーズ 惣菜製造装置等 主に３年から５年 4 6

株式会社ヤン・ヤン
店舗什器 
POSシステム等

主に３年から５年 5 5

株式会社きずな総合開発 車両等 主に３年 2 12



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、経済見通し、業界動向、投資効率、キャッシュ・フロー等を総合

的に勘案して策定しております。なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設、改修は次のとおり

であります。 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
  

(2) 重要な改修 

  

 
(注) １ 投資予定金額には差入保証金等の支払額を含めております。 

２ 予定年商増加額は商品売上高のみを記載しております。 

  

会社名 
事業所名

所在地 事業区分
設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
の方法

着工及び 
完了予定年月 予定年商

増加額 
(百万円)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着工 完了

当社ハックドラ
ッグ 
KEIKYU FHaB店

神奈川県 
横須賀市

商品小売業 店舗新設 17 ― 自己資金 H18.2 H18.2 200

当社ハックエク
スプレス 
アトレ大森店

東京都 
大田区

〃 〃 44 0 〃 H18.2 H18.3 280

当社ハックドラ
ッグ 
若葉ケヤキモー
ル店

東京都 
立川市

〃 〃 102 39 〃 H18.1 H18.3 480

当社ハックエク
スプレス 
アトレ亀戸店

東京都 
江東区

〃 〃 24 ― 〃 H18.3 H18.3 180

当社ハックドラ
ッグ 
保土ヶ谷帷子町
店

横浜市 
保土ヶ谷
区

〃 〃 57 24 〃 H18.1 H18.3 340

当社ハックエク
スプレス 
ジョイナス店

横浜市 
西区

〃 〃 33 ― 〃 H18.3 H18.4 240

当社ハックドラ
ッグ 
平塚河内店

神奈川県 
平塚市

〃 〃 70 ― 〃 H18.2 H18.4 420

当社ハックドラ
ッグ 
鎌ヶ谷店

千葉県 
鎌ヶ谷市

〃 〃 23 ― 〃 H18.3 H18.4 250

会社名 
事業所名

所在地 事業区分
設備の 
内容

投資予定金額
資金調達
の方法

着工及び 
完了予定年月 予定年商

増加額 
(百万円)総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着工 完了

当社ハックドラ
ッグ 
淀平店

静岡県 
富士宮市

商品小売業 店舗改装 16 ― 自己資金 H18.3 H18.3 70

当社ハックドラ
ッグ 
伊東店

静岡県 
伊東市

〃 〃 12 ― 〃 H18.4 H18.4 44



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、80,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

なお、平成18年５月17日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、但書は削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年２月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 29,911,678 29,911,678
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 29,911,678 29,911,678 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  転換社債の転換による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月20日現在 

 
(注) １ 自己株式9,528株は、「個人その他」に19単元および「単元未満株式の状況」に28株を含めて記載しており

ます。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月20日現在 

 
(注) ＣＦＳコーポレーション共栄会は、当社の取引先を会員とする持株会であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成14年12月25日 1,660,000 29,911,678 720 5,660 718 4,945

区分

株式の状況(１単元の株式数500株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 44 15 236 34 1 3,126 3,456 ―

所有株式数 
(単元)

― 13,020 299 21,910 1,675 10 22,784 59,698 62,678

所有株式数 
の割合(％)

― 21.81 0.50 36.70 2.81 0.02 38.16 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 4,490 15.01

株式会社イシダ 横浜市磯子区磯子台９番17号 1,755 5.86

 ＣＦＳコーポレーション共栄会 横浜市港北区新横浜２丁目３番19号 1,132 3.78

スルガ銀行株式会社 静岡県沼津市通横町23番地 1,120 3.74

石田健二 横浜市磯子区磯子台９番17号 1,003 3.35

キミサワ・キャピタル有限会社 静岡県三島市壱町田303番地２ 809 2.70

石田岳彦 横浜市泉区中田南３丁目９番４号 794 2.65

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 777 2.59

石田フミ子 横浜市磯子区磯子台９番17号 653 2.18

君澤安生 静岡県三島市壱町田303番地２ 642 2.14

計 ― 13,176 44.05



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月20日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株(議決権２個)が含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」には当社所有自己株式28株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年２月20日現在 

 
  

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 9,500

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
29,839,500

59,679 同上

単元未満株式
普通株式
62,678

― 同上

発行済株式総数 29,911,678 ― ―

総株主の議決権 ― 59,679 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社 
ＣＦＳコーポレーション

静岡県三島市広小路町 
13番４号

9,500 ― 9,500 0.03

計 ― 9,500 ― 9,500 0.03



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 
  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

配当につきましては、激変する流通業界にあって今後の事業展開、企業体質の強化を考慮しつつ、企

業収益の状況を踏まえ配当性向等も総合的に勘案し、安定した配当を継続的に実施することを基本方針

としております。 

当期は、中間配当金として１株当たり８円の配当を実施し、期末配当金につきましては、１株につき

８円の配当を実施いたしました。この結果、年間では１株当たり16円の配当となりました。 

内部留保資金につきましては、基本方針に則り、企業体質の強化を目指したものとし、引き続き業績

の向上を通じ株主への利益還元を進めていく所存であります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年10月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

最高(円) 886 870 894 828 940

最低(円) 700 750 706 563 613

月別
平成17年 
９月

10月 11月 12月
平成18年 
１月

２月

最高(円) 797 790 795 940 929 925

最低(円) 695 700 745 770 755 802



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 

会長
――― 石 田 健 二 昭和７年８月13日生

昭和30年12月 ㈲イシダ薬局入社

1,003

昭和41年８月 ㈱イシダ代表取締役社長に就任

(現任)

昭和43年８月 小港薬品㈱(のちの㈱ハックイシ

ダ)取締役

昭和44年10月 同社代表取締役社長

昭和59年７月 オールジャパンドラッグ㈱代表取

締役社長

平成元年４月 ㈱ハック不動産代表取締役会長

平成５年８月 当社代表取締役副社長

平成８年８月 当社代表取締役社長

平成14年５月 当社代表取締役会長兼社長

平成15年２月 当社代表取締役会長(現任)

代表取締役 

社長
――― 米 田 幸 正 昭和25年10月22日生

昭和51年４月 伊藤忠商事㈱入社〔平成14年１月

退職〕

6

平成９年６月 伊藤忠メディア・パーク・ディベ

ロップメント㈱取締役営業統括部

長

平成11年４月 伊藤忠商事㈱海外・開発部HUB室

室長代理

平成13年４月 同社経営企画ニュービジネス開発

室・バイオビジネス開発室プロジ

ェクトスタッフ

平成14年２月 当社入社

平成14年２月 当社執行役員社長室長

平成14年５月 当社取締役社長室長

平成15年２月 当社代表取締役社長(現任)

取締役 調査情報担当 君 澤 安 生 昭和35年４月13日生

昭和58年４月 ㈱菱食入社〔昭和61年３月退職〕

642

昭和61年４月 当社入社

平成６年２月 当社経営企画室副室長

平成８年５月 当社取締役

平成８年５月 当社スーパーマーケット事業本部

副本部長

平成10年５月 当社常務取締役

平成10年８月 当社コンボ営業本部長

平成12年８月 当社フード事業本部長

平成14年２月 当社フードカンパニー長

平成14年５月 当社取締役(現任)

平成15年２月 当社社長室長兼情報管理室長

平成16年２月 当社調査情報室長

平成18年２月 当社調査情報担当（現任）

平成18年４月 ㈱きずなインシュアランス代表取

締役社長(現任)

取締役 業務本部長 松 岡 健 二 昭和34年２月28日生

昭和58年４月 当社入社

3

平成８年５月 当社経営企画室副室長

平成10年５月 当社取締役

平成10年５月 当社経営管理室長

平成12年５月 当社執行役員

平成12年５月 当社経営企画管理室長

平成13年２月 当社経営企画室長

平成14年５月 当社取締役(現任)

平成15年２月 当社経営管理室長兼法務室長

平成16年２月 当社事業開発本部長

平成18年２月 当社業務本部長(現任)



 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
経営統括 

本部長
山 本 一 美 昭和23年１月３日生

昭和45年４月 ㈱太陽銀行(現㈱三井住友銀行)入

行〔平成10年９月退職〕

3

平成２年６月 同行加須支店長

平成４年６月 同行新川崎支店長

平成６年10月 当社出向

平成８年５月 当社総務部長

平成10年10月 当社入社

平成12年５月 当社常勤監査役

平成14年５月 当社取締役(現任)

平成14年５月 当社情報管理室長

平成15年２月 当社経営企画室長

平成16年２月 当社経営統括本部長(現任)

取締役
財経人事 
本部長

日 吉   惇 昭和23年３月28日生

昭和47年６月 当社入社

10

平成３年２月 当社薬粧事業部長

平成６年２月 当社人事第一部長

平成８年５月 当社取締役

平成12年５月 当社執行役員

平成12年５月 当社人事教育部新人事制度室長

平成14年４月 ㈱函南キミサワ代表取締役社長

(現任)

平成15年２月 当社財経人事本部長兼人事部長

平成15年５月 当社取締役(現任)

平成16年２月 当社財経人事本部長(現任)

取締役
事業開発 

本部長
石 田 岳 彦 昭和36年６月14日生

平成３年７月 ㈱ハックイシダ入社

794

平成８年２月 当社ドラッグストア事業本部付副

部長

平成８年５月 当社取締役

平成８年５月 当社ドラッグストア事業本部副本

部長

平成９年２月 当社ドラッグストア営業本部副本

部長兼ドラッグストア営業企画室

長

平成13年２月 当社執行役員

平成13年２月 当社ドラッグストア事業部長

平成14年２月 当社店舗開発室長

平成16年２月 当社業務本部長

平成18年２月 当社事業開発本部長(現任)

平成18年５月 当社取締役(現任)

取締役 

相談役
――― 岡 田 元 也 昭和26年６月17日生

昭和54年３月 ジャスコ㈱(現イオン㈱)入社

―

平成２年５月 同社取締役

平成４年２月 同社常務取締役

平成７年５月 同社専務取締役

平成９年６月 同社代表取締役社長

平成14年５月 当社取締役相談役(現任)

平成15年５月 イオン㈱取締役兼代表執行役社長

(現任)



 
(注) １ 取締役石田岳彦は、代表取締役会長石田健二の長男であります。 

    ２ 取締役岡田元也は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 監査役谷内寿照および野田靖明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ４ 平成18年５月17日開催の定時株主総会において補欠監査役として東英弥(㈱宣伝会議代表取締役)が選任さ

れております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役  

(常勤)
――― 今 井 一 義 昭和19年11月18日生

昭和45年４月 油研工業㈱入社〔昭和54年３月退

職〕

35

昭和54年４月 当社入社

平成４年５月 当社取締役

平成10年８月 当社管理本部長兼経理部長

平成12年５月 当社執行役員

平成12年５月 当社サービスセンター長兼経理部

長

平成14年２月 当社社長室付部長

平成14年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役  

(常勤)
――― 武 市 守 弘 昭和27年４月28日生

昭和51年４月 ㈱クスリのイシダ入社

35

平成13年２月 当社事業統括本部WHB推進室長

平成14年２月 当社執行役員

平成14年２月 当社ドラッグストアカンパニー 

教育推進室長

平成15年２月 当社業務本部IT推進部長

平成16年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役 ――― 谷 内 寿 照 昭和20年６月11日生

昭和48年12月 ジャスコ㈱(現イオン㈱)入社

―

平成２年５月 同社取締役

平成７年５月 同社常務取締役

平成15年５月 同社常務執行役内部監査担当

平成17年５月 同社特別顧問(現任)

平成17年５月 イオンクレジットサービス㈱常勤

監査役(現任)

平成18年５月 当社監査役(現任)

監査役 ――― 野 田 靖 明 昭和18年１月６日生

昭和36年４月 ㈱静岡銀行入行

―

平成７年６月 同行取締役沼津支店長

平成11年６月 同行常務取締役中部カンパニー長

平成13年６月 静岡モーゲージサービス㈱代表取

締役社長

平成17年６月 同社代表取締役会長(現任)

平成18年５月 当社監査役(現任)

計 2,533



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、健全で透明性の高い企業経営を徹底し、株主の平等性を図るとともに各ステークホルダーと

の相互の円滑な関係を構築することを通じて、継続的な企業価値の向上と社会的責任を果たすことをコ

ーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 

また、このような経営を推進するために、全社員が企業市民として、法令・社会規範を遵守し社会と

の調和と貢献を徹底する行動規範「ＣＦＳ－ｓｈｉｐ」を制定し、その体現に邁進しております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 当社は、経営上の最高意思決定機関である取締役会を原則として毎月開催し、また業務執行

上の重要課題を審議するため、社長ほか６本部１担当（ドラッグストア事業本部・フード事業本

部・業務本部・事業開発本部・経営統括本部・財経人事本部・調査情報担当）の本部長・担当役員に

よって構成される経営執行会議を原則毎月２回にわたり開催しております。 

② 当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は常勤監査役と非常勤の社外監査役で構成されて

おります。各監査役は取締役会に出席し、また常勤監査役は経営執行会議をはじめとする社内の重要

会議に出席して取締役の職務執行状況を監視するほか、社長直属の内部監査を行う内部監査室や会計

監査人と連携して、会社業務の執行状況をチェックしております。 

③ 内部統制システムの一環として内部監査室を設置し、業務活動における法令・会社方針・計画、業

務指示等の遵守状況および業務実施の有効性等の内部監査を実施し、業務の改善に向けた具体的な助

言・勧告を行っております。 

④ 当社は、会計監査人から会計監査に関連して経営および組織的な問題等について適宜アドバイスを

受けており、財務諸表の迅速な開示を指向している関係からも、期末監査に偏ることなく、期中にお

いても万遍なく監査を受けております。  

⑤ 法務・審査チームでは、コンプライアンス体制の強化を図るとともに、複数の弁護士事務所と顧問

契約を締結し、経営上・業務運営上の法律問題が生じないよう随時確認をとりアドバイスを受ける体

制をとっております。 

 加えて、当社は平成１８年４月に施行された公益通報者保護法を受けて、従業員等からの法令違反

行為等に関する相談または通報の適正な処理を図るため公益通報者保護規程を制定し、コンプライア

ンス経営の強化を進めております。 

  



(会社の機関および内部体制の関係図) 

 

  

⑥ 会計監査の状況  

 当社の会計監査業務を執行したのは公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士吉野昌年、中市俊

也、石井和人の３氏であります。なお当社に係る継続監査年数は、吉野昌年氏が18年、中市俊也、石

井和人両氏は７年以下であります。吉野昌年氏の継続監査年数は、公認会計士法の改正前の監査年数

を含んでいるため、公認会計士法に違反するものではありません。また、会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士９名であります。 

 また意見表明に関する審査については、公認会計士桜友共同事務所に設置されている審査委員会

（証券取引法に基づく監査業務の執行者のみにより構成されている。）において、本有価証券報告書

の監査証明業務に従事していない委員により実施されております。 

  

⑦ 社外取締役および社外監査役との関係  

 当社の社外取締役である岡田元也氏は、当社の第１位株主であるイオン株式会社の取締役兼代表執

行役社長であります。また、社外監査役である谷内寿照氏は同社特別顧問であります。その他の社外

監査役１名は当社と利害関係はありません。 

  



(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社の経営に重要な影響を及ぼすと考えられるものだけではなく、各店舗で発生した苦情、トラブル

についてもすべて調査情報担当下のお客様相談室に集約し、社長まで報告するリスク管理体制をとって

おり、会社全体としてリスクの回避に努めております。 

① 取締役会によるリスク管理 

定例取締役会において、子会社を含めた営業状況、財務状況、店舗開発の進捗状況等が報告され、

そこに内在するリスクを把握、検討し、必要に応じて適切な対応策が決定されております。 

② 内部統制システムによるリスク管理 

内部監査室が各店舗および本部の各部室を定期的に監査することで、リスクの所在を早期発見し業

務執行責任者である社長に報告しております。また、緊急事態が発生した場合はその危機レベルに応

じて、危機管理マニュアルに基づき危機管理委員会を設置する体制を取っております。 

  

(4) 役員報酬および監査報酬 

当連結会計年度における当社の取締役、監査役に対する役員報酬および会計監査人に対する監査報酬

は以下のとおりであります。 

① 役員報酬の内容 

取締役および監査役に支払った報酬 

  取締役 ７名   139百万円（うち社外取締役１名３百万円） 

  監査役 ３名     28百万円（うち社外監査役１名２百万円、１名は無報酬） 

  （注）当期中の退任社外監査役１名に対する報酬を含んでおります。 

② 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  27百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成

16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用し

ております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成

16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年２月21日から平成17年２月

20日まで)及び前事業年度(平成16年２月21日から平成17年２月20日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

２月21日から平成18年２月20日まで)及び当事業年度(平成17年２月21日から平成18年２月20日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、公認会計士桜友共同事務所所属、公認会計士吉野昌年氏、公認会計士

中市俊也氏及び公認会計士石井和人氏の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年２月20日)

当連結会計年度 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,180 5,652

 ２ 売掛金 1,991 2,019

 ３ たな卸資産 12,194 12,596

 ４ 繰延税金資産 865 939

 ５ その他 1,731 1,969

 ６ 貸倒引当金 △5 △3

   流動資産合計 22,957 42.3 23,174 43.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 16,089 16,476

    減価償却累計額 8,823 7,266 9,362 7,114

  ２ 器具及び備品 4,114 3,913

    減価償却累計額 3,096 1,018 2,978 934

  ３ 土地 4,995 5,007

  ４ 建設仮勘定 129 140

  ５ その他 523 474

    減価償却累計額 427 96 378 96

     有形固定資産合計 13,506 24.9 13,293 24.7

 (2) 無形固定資産 1,236 2.3 1,438 2.6

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券
※１ 
※２

1,101 1,121

  ２ 長期貸付金 1,539 1,405

  ３ 長期前払費用 758 690

  ４ 差入保証金 13,073 12,387

  ５ 繰延税金資産 271 390

  ６ その他 48 52

  ７ 貸倒引当金 △194 △130

     投資その他の資産合計 16,598 30.5 15,918 29.6

     固定資産合計 31,341 57.7 30,651 56.9

     資産合計 54,299 100.0 53,825 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年２月20日)

当連結会計年度 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 13,212 12,882

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

3,575 3,475

 ３ 未払法人税等 289 910

 ４ 賞与引当金 573 562

 ５ 未払金 2,183 2,090

 ６ その他 1,780 1,883

   流動負債合計 21,614 39.8 21,804 40.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 9,675 8,000

 ２ 退職給付引当金 511 962

 ３ 役員退職慰労引当金 199 220

 ４ 預り保証金 1,848 1,754

   固定負債合計 12,234 22.5 10,937 20.3

   負債合計 33,848 62.3 32,741 60.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 5,660 10.4 5,660 10.5

Ⅱ 資本剰余金 4,945 9.1 4,945 9.2

Ⅲ 利益剰余金 9,709 17.9 10,253 19.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 140 0.3 231 0.4

Ⅴ 自己株式 ※４ △6 △0.0 △7 △0.0

   資本合計 20,450 37.7 21,083 39.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

54,299 100.0 53,825 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 147,654 100.0 145,881 100.0

Ⅱ 売上原価 107,249 72.6 104,775 71.8

   売上総利益 40,405 27.4 41,105 28.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 38,658 26.2 39,155 26.8

   営業利益 1,747 1.2 1,949 1.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 87 84

 ２ 受取配当金 12 16

 ３ 器具備品受贈益 52 64

 ４ 受取協賛金 116 217

 ５ その他 120 389 0.2 93 476 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 193 173

 ２ 支払手数料 55 5

 ３ その他 95 345 0.2 91 270 0.2

   経常利益 1,790 1.2 2,155 1.5

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 － 112

  ２  前期損益修正益 － 55

 ３ 貸倒引当金戻入益 － － － 49 217 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 108 110

 ２ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

290 290

 ３ 閉店損失 88 －

 ４ その他 122 609 0.4 31 431 0.3

   税金等調整前当期純利益 1,181 0.8 1,941 1.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

698 1,166

   法人税等調整額 △170 528 0.4 △250 916 0.6

   当期純利益 652 0.4 1,025 0.7



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,945 4,945

Ⅱ 資本剰余金期末残高 4,945 4,945

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 9,538 9,709

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 652 652 1,025 1,025

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 478 478

 ２ 取締役賞与 3 2

 ３ 自己株式処分差損 0 482 － 481

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,709 10,253



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,181 1,941

   減価償却費 1,718 1,698

   投資有価証券売却益 － △112

   賞与引当金の減少額 △53 △10

   退職給付引当金の増加額 58 451

   貸倒引当金の減少額 △29 △48

   役員退職慰労引当金の増加額 15 20

   受取利息及び受取配当金 △99 △100

   支払利息 193 173

   固定資産除売却損 127 110

   取締役賞与の支払額 △3 △2

   売上債権の増加額 △411 △28

   たな卸資産の増減額 114 △402

   仕入債務の減少額 △816 △329

   未払消費税等の減少額 △44 △34

   その他の流動資産の増減額 226 △232

   その他の流動負債の増加額 147 388

   その他 213 △95

    小計 2,537 3,386

   利息及び配当金の受取額 63 64

   利息の支払額 △188 △181

   法人税等の支払額 △504 △690

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,907 2,578

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   投資有価証券の取得による支出 △0 △0

   投資有価証券の売却による収入 1 240

   有形固定資産の取得による支出 △1,124 △1,163

   有形固定資産の売却による収入 5 2

   無形固定資産の取得による支出 △806 △505

   貸付による支出 △315 △0

   貸付金の回収による収入 245 153

   差入保証金の預入による支出 △345 △381

   差入保証金の返還による収入 910 1,025

   預り保証金の受入による収入 105 13

   預り保証金の返却による支出 △108 △107

   その他 △187 △128

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,618 △852



 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純減少額 △70 －

   長期借入れによる収入 3,900 1,800

   長期借入金の返済による支出 △5,351 △3,575

   自己株式の売却による収入 0 －

   自己株式の取得による支出 △0 △1

   配当金の支払額 △478 △478

   財務活動によるキャッシュ・フロー △2,000 △2,254

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,712 △528

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 7,893 6,180

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 6,180 5,652



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数    ３社

  ㈱きずなフーズ、㈱ヤン・ヤン及

び㈱きずな総合開発であります。

① 連結子会社の数    ３社

     同左

② 非連結子会社の数   ３社

  ㈱きずなインシュアランス、㈱函

南キミサワ及び㈱コンビニエンスサ

ービスであります。

② 非連結子会社の数   ２社

  ㈱きずなインシュアランス及び㈱

函南キミサワであります。 

前連結会計年度において非連結子会

社であった㈱コンビニエンスサービ

スは、平成17年７月20日に清算が結

了しております。

③ 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

  上記の非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総資産・

売上高・当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等はいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

③ 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

   同左

２ 持分法の適用に関する事

項

 非連結子会社３社及び関連会社㈱函

南ショッピングセンターにつきまして

は、それぞれ連結純損益及び連結利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

非連結子会社２社及び関連会社㈱函

南ショッピングセンターにつきまして

は、それぞれ連結純損益及び連結利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決

算日と一致しております。

    同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法

(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

 時価のないもの

移動平均法による原価法

① 有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  同左

 時価のないもの

  同左

② たな卸資産

 (イ)商品

    主として売価還元法による原

価法

 (ロ)貯蔵品

    最終仕入原価法

② たな卸資産

 (イ)商品

    同左

 (ロ)貯蔵品

    同左



 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

① 有形固定資産

  主として定率法

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備は除く)

については、定額法を採用してお

ります。

  なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

  建物及び構築物   10年～34年

  器具及び備品    ５年～８年

① 有形固定資産

    同左

② 無形固定資産

  定額法

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法

② 無形固定資産

    同左

③ 長期前払費用

  定額法

③ 長期前払費用

    同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

① 貸倒引当金

    同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

② 賞与引当金

    同左

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

  なお、会計基準変更時差異(1,451

百万円)については、５年による按

分額を特別損失に計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法によ

りそれぞれの発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。

③ 退職給付引当金

     同左

④ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

    同左



 
  

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 (4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

    同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 (イ)ヘッジ手段

   金利スワップ

 (ロ)ヘッジ対象

   借入金利息

③ ヘッジ方針

  借入金の金利変動リスク低減並び

に金融収支改善の目的で金利スワッ

プ取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。

① ヘッジ会計の方法

    同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 (イ)ヘッジ手段

    同左

 (ロ)ヘッジ対象

    同左

③ ヘッジ方針

    同左

   

④ ヘッジ有効性評価の方法

    同左

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 消費税等の会計処理方法

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

 消費税等の会計処理方法

    同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 該当事項はありません。     同左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

    同左

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、現

金及び預金(預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金を除く)並びに取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資で容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負

わないものとしております。

    同左



(表示方法の変更) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

(連結損益計算書) 

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

おりました「受取協賛金」は重要性が増加したため、

当連結会計年度より独立掲記しました。 

なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含ま

れる「受取協賛金」は、36百万円であります。

        －－－－－－－－－



追加情報 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

       －－－－－－－－－－－ 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が144百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が同額

減少しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年２月20日)

当連結会計年度
(平成18年２月20日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 13百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 13百万円

 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 1百万円

    (対応する債務)

買掛金 148百万円

 

※２ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 1百万円

    (対応する債務)

買掛金 23百万円

※３ 発行済株式総数は次のとおりであります。

普通株式 29,911,678株

※３ 発行済株式総数は次のとおりであります。

普通株式 29,911,678株

 

※４ 自己株式の保有数は次のとおりであります。

普通株式 8,088株

 ５ コミットメントライン契約3,000百万円及びコミ

ットメント型シンジケートローン契約3,500百万

円を締結しております。当連結会計年度末におけ

る借入実行残高はありません。

 

※４ 自己株式の保有数は次のとおりであります。

普通株式 9,528株

 ５ コミットメントライン契約3,000百万円を締結し

ております。当連結会計年度末における借入実行

残高はありません。

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

広告宣伝費 3,676百万円

役員報酬、給与手当 
及び賞与

15,722百万円

賞与引当金繰入額 573百万円

賃借料 8,496百万円

減価償却費 1,710百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

広告宣伝費 3,813百万円

役員報酬、給与手当
及び賞与

15,672百万円

賞与引当金繰入額 562百万円

賃借料 8,569百万円

減価償却費 1,691百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 75百万円

器具及び備品 23百万円

※２ 固定資産除却損の主なものは次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 60百万円

器具及び備品 44百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,180百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 6,180百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,652百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －百万円

現金及び現金同等物の期末残高 5,652百万円

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び構築物 118 10 107

器具及び備品 3,464 1,924 1,539

その他 420 253 166

合計 4,003 2,189 1,814

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び構築物 118 16 101

器具及び備品 2,582 1,338 1,243

その他 450 238 211

合計 3,150 1,594 1,555

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 597百万円

１年超 1,278百万円

合計 1,876百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 543百万円

１年超 1,077百万円

合計 1,620百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 770百万円

減価償却費相当額 682百万円

支払利息相当額 96百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 695百万円

減価償却費相当額 616百万円

支払利息相当額 81百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 

   ・利息相当額の算定方法            

リース料総額とリース物件の取得相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

  ・利息相当額の算定方法

       同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 258百万円

１年超 1,091百万円

合計 1,350百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年２月20日現在) 

１  その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 

  

２  時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

① 株式 566 826 260

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 566 826 260

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

① 株式 250 230 △20

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

  小計 250 230 △20

合計 817 1,057 239

連結貸借対照表計上額

店頭売買株式を除く非上場株式 30百万円



当連結会計年度(平成18年２月20日現在) 

１  その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行うこととしております。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
  

 
  

３  時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

① 株式 680 1,070 389

② 債券 － － －

③ その他 － － －

  小計 680 1,070 389

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

① 株式 8 7 △1

② 債券 － － －

③ その他 － － －

  小計 8 7 △1

合計 689 1,077 387

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

240 112 －

連結貸借対照表計上額

非上場株式 30百万円



(デリバティブ取引関係) 

  

１ 取引の状況に関する事項 

   
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)及び当連結会計年度(自平成17年２月

21日 至平成18年２月20日) 

       ヘッジ会計が適用されているものを注記の対象から除いた結果、該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

①  取引の内容

  金利スワップ取引を利用しております。

② 取引に対する取組方針

    金利スワップ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機目的では行なわない

方針であります。

③ 取引の利用目的

  金利スワップ取引は、変動金利債務を固定金利に転

換することで将来の金利上昇リスクを回避する目的の

ために利用しております。

④ 取引に係るリスクの内容

  金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクが

あります。 

 デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い金融機

関であるため信用リスクはほとんどないと判断してお

ります。

⑤ 取引に係るリスク管理体制

  金利スワップ取引は、経理部門で契約および管理を

行なっており、借入金とあわせ当該取引は、取引権限

および取引限度額等を定めた社内権限基準書に基づき

行なっております。

① 取引の内容

  同左

② 取引に対する取組方針

  同左

③ 取引の利用目的

  同左

④ 取引に係るリスクの内容

  同左

 

 

 

 

⑤ 取引に係るリスク管理体制

  同左

 
 
 



(退職給付関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に

準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

い割増退職金を支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

    同左

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年２月20日現在)

イ 退職給付債務 △3,914百万円

ロ 年金資産 2,820百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,093百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 290百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 292百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額)

―百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△511百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト＋チ) △511百万円

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年２月20日現在)

イ 退職給付債務 △4,015百万円

ロ 年金資産 3,614百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △401百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 △561百万円

ヘ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額)

―百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△962百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト＋チ) △962百万円

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)

イ 勤務費用 295百万円

ロ 利息費用 88百万円

ハ 期待運用収益 △59百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 290百万円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ヘ 数理計算上の差異の費用処理額 △70百万円

ト 臨時に支払った割増退職金 3百万円

チ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

548百万円

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成17年２月21日 至平成18年２月20日)

イ 勤務費用 311百万円

ロ 利息費用 77百万円

ハ 期待運用収益 △56百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 290百万円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ヘ 数理計算上の差異の費用処理額 228百万円

ト 臨時に支払った割増退職金 4百万円

チ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

855百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「イ 勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(平成17年２月20日現在)

イ 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(平成18年２月20日現在)

イ 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ―

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年２月20日)

当連結会計年度
(平成18年２月20日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 貸倒引当金 35百万円

 未払カード販促費 439百万円

 賞与引当金 231百万円

 未払事業税 50百万円

 会員権評価損 23百万円

 退職給付引当金 197百万円

 役員退職慰労引当金 81百万円

 その他 174百万円

 繰延税金資産合計 1,233百万円

（繰延税金負債）

 その他有価証券評価差額金 △95百万円
△1百万円 その他

 繰延税金負債合計 △96百万円

 繰延税金資産の純額 1,136百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 7百万円

未払カード販促費 524百万円

賞与引当金 227百万円

未払事業税 125百万円

会員権評価損 24百万円

退職給付引当金 385百万円

役員退職慰労引当金 89百万円

その他 103百万円

繰延税金資産合計 1,487百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △156百万円
△1百万円その他

繰延税金負債合計 △157百万円

繰延税金資産の純額 1,330百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.5％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.6％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.2％

住民税均等割額 10.6％

法人税特別税額控除 △5.5％

その他 △2.3％

税効果会計適用後の法人税負担率 44.7％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.4％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.2％

住民税均等割額 6.8％

法人税特別税額控除 △2.2％

その他 2.0％

税効果会計適用後の法人税負担率 47.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)及び当連結会計年度(自平成17年２月21

日 至平成18年２月20日) 

商品小売業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び

全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)及び当連結会計年度(自平成17年２月21

日 至平成18年２月20日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)及び当連結会計年度(自平成17年２月21

日 至平成18年２月20日) 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １. 取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料は近隣類似物件の賃借料を参考にして決定しております。 

３. ㈲王今商事との取引はいわゆる第三者のための取引に該当します。 

  

当連結会計年度(自平成17年２月21日 至平成18年２月20日) 

役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １. 取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃借料は近隣類似物件の賃借料を参考にして決定しております。 

３. ㈲王今商事との取引はいわゆる第三者のための取引に該当し、当社監査役今井一義及びその近親者が100％

直接保有する会社であります。 

  

属性 氏名 住所 資本金
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及 
びその 
近親者

石田健二 ― ―
当社代表 
取締役会長

(被所有)
直接3.34 

― ― 店舗の賃借 16 ― ―

役員及 
びその 
近親者

今井一義 ― ―
当社監査役 
㈲王今商事
代表取締役

(被所有)
直接0.11 

― ― 店舗の賃借 63
差入保証
金

50

属性
会社等の名
称又は氏名

住所 資本金
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及 
びその 
近親者

石田健二 ― ―
当社代表 
取締役会長

(被所有)
直接3.36 

― ― 店舗の賃借 16 ― ―

役員及 
びその 
近親者

今井一義 ― ― 当社監査役
(被所有)
直接0.16 

― ― 店舗の賃借 13 ― ―

役員及 
びその 
近親者 
が議決 
権の過 
半数を 
所有し 
ている 
会社等

㈲王今商
事  
(注3)

静岡県 
田方郡 
函南町

―
不動産賃貸
業

― ― ― 店舗の賃借 56
差入保証
金

43



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１株当たり純資産額 683.77円 １株当たり純資産額 704.22円

１株当たり当期純利益金額 21.73円 １株当たり当期純利益金額 33.41円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
（自 平成16年２月21日
    至 平成17年２月20日）

当連結会計年度
（自 平成17年２月21日
   至 平成18年２月20日）

当期純利益（百万円） 652 1,025

普通株主に帰属しない金額（百万円） 2 26

 (うち利益処分による取締役賞与金) (2) (26)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 649 999

普通株式の期中平均株式数（株） 29,904,124 29,902,907

 

前連結会計年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当連結会計年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

該当事項はありません。 同左



⑤ 【連結附属明細表】 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ─ ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,575 3,475 1.39 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

9,675 8,000 1.37 平成19年～21年

その他の有利子負債 － ― ― ―

合計 13,250 11,475 ― ―

区分
１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 3,675 3,775 550 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年２月20日)

当事業年度 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,608 5,236

 ２ 売掛金 1,899 1,981

 ３ 商品 12,088 12,498

 ４ 貯蔵品 76 67

 ５ 前払費用 324 318

 ６ 繰延税金資産 848 919

 ７ 未収入金 1,149 1,370

 ８ その他 218 250

 ９ 貸倒引当金 △5 △3

   流動資産合計 22,207 41.6 22,640 42.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 12,978 13,349

    減価償却累計額 7,049 5,929 7,483 5,866

  ２ 構築物 2,819 2,858

    減価償却累計額 1,574 1,245 1,688 1,170

  ３ 機械及び装置 342 291

    減価償却累計額 289 53 240 51

  ４ 車両運搬具 11 7

    減価償却累計額 10 0 6 0

  ５ 器具及び備品 3,958 3,766

    減価償却累計額 2,972 985 2,856 910

  ６ 土地 4,995 5,007

  ７ 建設仮勘定 129 140

   有形固定資産合計 13,340 25.0 13,146 24.8

 (2) 無形固定資産

  １ 借地権 162 193

  ２ 商標権 11 10

  ３ ソフトウェア 950 1,126

  ４ 電話加入権等 89 89

  ５ 水道施設利用権 8 7

   無形固定資産合計 1,221 2.3 1,426 2.7



 
  

前事業年度
(平成17年２月20日)

当事業年度 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 1,080 1,099

  ２ 関係会社株式 151 151

  ３ 出資金 15 14

  ４ 長期貸付金 1,518 1,404

  ５ 関係会社長期貸付金 20 －

  ６ 従業員長期貸付金 0 0

  ７ 長期前払費用 750 681

  ８ 差入保証金 12,998 12,292

  ９ 保険積立金 22 26

  10 繰延税金資産 219 330

  11 その他 2 2

  12 貸倒引当金 △194 △130

   投資その他の資産合計 16,587 31.1 15,874 29.9

   固定資産合計 31,149 58.4 30,447 57.4

   資産合計 53,357 100.0 53,087 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 12,949 12,838

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

3,575 3,475

 ３ 未払金 1,997 2,070

 ４ 未払法人税等 267 884

 ５ 未払消費税等 108 78

 ６ 未払費用 1,416 1,447

 ７ 前受金 20 22

 ８ 発行商品券 137 138

 ９ 預り金 71 117

 10 賞与引当金 551 537

 11 その他 135 56

   流動負債合計 21,230 39.8 21,666 40.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 9,675 8,000

 ２ 退職給付引当金 480 925

 ３ 役員退職慰労引当金 160 172

 ４ 預り保証金 ※４ 1,848 1,751

   固定負債合計 12,164 22.8 10,849 20.4

   負債合計 33,394 62.6 32,516 61.2



     
  

前事業年度
(平成17年２月20日)

当事業年度 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 5,660 10.6 5,660 10.7

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 4,945 4,945

   資本剰余金合計 4,945 9.2 4,945 9.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,235 1,235

 ２ 任意積立金

  (1) 配当準備積立金 500 500

  (2) 別途積立金 6,672 7,172 6,872 7,372

 ３ 当期未処分利益 815 1,135

   利益剰余金合計 9,223 17.3 9,743 18.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 139 0.3 228 0.4

Ⅴ 自己株式 ※３ △6 △0.0 △7 △0.0

   資本合計 19,963 37.4 20,571 38.8

   負債及び資本合計 53,357 100.0 53,087 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 145,283 100.0 143,418 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 12,178 12,088

 ２ 当期商品仕入高 107,811 105,671

合計 119,990 117,759

 ３ 他勘定振替高 ※１ － 9

 ４ 商品期末たな卸高 12,088 107,902 74.3 12,498 105,250 73.4

   売上総利益 37,381 25.7 38,167 26.6

Ⅲ その他の営業収入

 １ 不動産賃貸収入 788 759

 ２ その他 313 1,102 0.8 303 1,062 0.7

   営業総利益 38,484 26.5 39,230 27.3

Ⅳ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 169 168

 ２ 給料手当 13,178 13,101

 ３ 賞与 1,334 1,369

 ４ 賞与引当金繰入額 551 537

 ５ 退職給付費用 254 559

 ６ 役員退職慰労引当金 
   繰入額

12 12

 ７ 福利厚生費 1,631 1,648

 ８ 広告宣伝費 3,493 3,621

 ９ 貸倒引当金繰入額 2 －

 10 通信交通費 391 368

 11 備品事務消耗品費 569 504

 12 車両運搬費 31 30

 13 水道光熱費 1,380 1,339

 14 修繕維持費 1,585 1,603

 15 地代家賃 7,317 7,504

 16 その他の賃借料 ※２ 1,096 976

 17 減価償却費 1,674 1,661

 18 租税公課 208 343

 19 雑費 2,013 36,896 25.4 2,036 37,389 26.0

   営業利益 1,587 1.1 1,840 1.3

 



 
  

  

前事業年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日 
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 87 84

 ２ 受取配当金 ※３ 55 53

 ３ 器具備品受贈益 52 64

 ４ 受取協賛金 116 217

 ５ 雑収入 112 424 0.3 87 507 0.3

Ⅵ 営業外費用

 １ 支払利息 193 173

 ２ 支払手数料 55 5

 ３ 雑損失 93 342 0.3 88 267 0.2

   経常利益 1,669 1.1 2,079 1.4

Ⅶ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 － 112

 ２ 前期損益修正益 － 52

 ３ 貸倒引当金戻入益 － － － 48 214 0.2

Ⅷ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 102 106

 ２ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額

284 284

 ３ 閉店損失 88 －

 ４ その他特別損失 122 598 0.4 31 422 0.3

   税引前当期純利益 1,071 0.7 1,871 1.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

639 1,110

   法人税等調整額 △176 463 0.3 △237 873 0.6

   当期純利益 607 0.4 998 0.7

   前期繰越利益 446 376

   自己株式処分差損 0 －

   中間配当額 239 239

   当期未処分利益 815 1,135



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

前事業年度
株主総会承認日 
(平成17年５月18日)

当事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年５月17日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 815 1,135

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 239 239

 ２ 取締役賞与金 － 24

 ３ 任意積立金

    別途積立金 200 439 400 663

Ⅲ 次期繰越利益 376 472



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

 その他有価証券

  ①時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。)

有価証券

 子会社株式及び関連会社株式

      同左

 その他有価証券

  ①時価のあるもの

     同左

  ②時価のないもの

   移動平均法による原価法

  ②時価のないもの

     同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

  売価還元法による原価法

  但し、生鮮食品等は最終仕入原価

法

(1) 商品

     同左

(2) 貯蔵品

  最終仕入原価法

(2) 貯蔵品

     同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法(大井川ショッピングタウ

ングランリバーは定額法)を採用

しております。

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については定額法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物及び構築物   10年～34年

  器具及び備品    ５年～８年

(1) 有形固定資産

     同左

(2) 無形固定資産

  定額法

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)について、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

     同左

(3) 長期前払費用

  定額法

(3) 長期前払費用

     同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特

定債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

     同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

     同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

  なお、会計基準変更時差異(1,422

百万円)については、５年による

按分額を特別損失に計上しており

ます。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法

によりそれぞれの翌事業年度から

費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

    同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

   同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

     同左



  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

     同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  (イ)ヘッジ手段

    金利スワップ

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  (イ)ヘッジ手段

    同左 

(ロ)ヘッジ対象

    借入金利息

(ロ)ヘッジ対象

    同左

③ ヘッジ方針

借入金の金利変動リスク低減並び

に金融収支改善の目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行ってお

ります。

③ ヘッジ方針

    同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

    同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理 

     同左



(表示方法の変更) 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

(損益計算書) 

前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めており

ました「メーカー協賛金」は、重要性が増加したため

「受取協賛金」として当事業年度より独立掲記しまし

た。 

なお、前事業年度の営業外収益「雑収入」に含まれる

「メーカー協賛金（受取協賛金）」は、36百万円であ

ります。

          －－－－－－－



追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

         －－－－－－－ 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が144百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し

ております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成17年２月20日)

当事業年度
(平成18年２月20日)

 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 1百万円

    (対応する債務)

買掛金 148百万円

 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。

    (担保に供している資産)

投資有価証券 1百万円

    (対応する債務)

買掛金 23百万円

※２ 授権株式数（普通株式） 80,000,000株

発行済株式数（普通株式） 29,911,678株

※２ 授権株式数（普通株式） 80,000,000株

発行済株式数（普通株式） 29,911,678株

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

となっております。

※３ 自己株式の保有数は、次のとおりであります。

普通株式 8,088株

※３ 自己株式の保有数は、次のとおりであります。

普通株式 9,528株

※４ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

預り保証金 677百万円

※４ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

預り保証金 627百万円

 ５ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は139百万円であります。

 ６ コミットメントライン契約3,000百万円及びコミ

ットメント型シンジケートローン契約3,500百万

円を締結しております。当事業年度末における借

入実行残高はありません。

 ５ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は228百万円であります。

 ６ コミットメントライン契約3,000百万円を締結し

ております。当事業年度末における借入実行残高

はありません。

前事業年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

※１       －－－－－－－
※１ 他勘定振替高は営業外費用（雑損失）への振替で

あります。

※２ その他の賃借料の内訳は次のとおりであります。

リース料等 995百万円

駐車場代 101百万円

合計 1,096百万円

※２ その他の賃借料の内訳は次のとおりであります。

リース料等 876百万円

駐車場代 100百万円

合計 976百万円

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

 関係会社よりの受取配当金 45百万円

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社よりの受取配当金 42百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 52百万円

機械及び装置 5百万円

器具及び備品 22百万円

構築物 18百万円

その他 3百万円

合計 102百万円
 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 46百万円

器具及び備品 44百万円

構築物 12百万円

その他 4百万円

合計 106百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 118 10 107

機械及び 
装置

344 199 144

器具及び 
備品

3,461 1,921 1,539

ソフト 
ウェア

76 53 22

合計 4,000 2,186 1,813

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

建物 118 16 101

機械及び
装置

275 173 102

器具及び
備品

2,582 1,338 1,243

ソフト
ウェア

174 65 108

合計 3,150 1,594 1,555

②未経過リース料期末残高相当額

 １年以内 597百万円

 １年超 1,278百万円

 合計 1,876百万円

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 543百万円

１年超 1,077百万円

合計 1,620百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

  支払リース料 769百万円

  減価償却費相当額 681百万円

  支払利息相当額 96百万円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 支払リース料 695百万円

 減価償却費相当額 615百万円

 支払利息相当額 81百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 ・減価償却費相当額の算定方法

   同左

 ・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。

 ・利息相当額の算定方法 

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 258百万円

１年超 1,091百万円

合計 1,350百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年２月21日 至平成17年２月20日)及び当事業年度(自平成17年２月21日

至平成18年２月20日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年２月20日)

当事業年度
(平成18年２月20日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 賞与引当金 222百万円

 貸倒引当金 35百万円

 退職給付引当金 189百万円

 役員退職慰労引当金 64百万円

 未払事業税 48百万円

 未払カード販促費 439百万円

 会員権評価損 23百万円

 その他 138百万円

 繰延税金資産合計 1,162百万円

（繰延税金負債）

 その他有価証券評価差額金 △94百万円

 繰延税金負債合計 △94百万円

 繰延税金資産の純額 1,068百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

賞与引当金 217百万円

貸倒引当金 7百万円

退職給付引当金 373百万円

役員退職慰労引当金 69百万円

未払事業税 123百万円

未払カード販促費 524百万円

会員権評価損 24百万円

その他 64百万円

繰延税金資産合計 1,404百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △155百万円

繰延税金負債合計 △155百万円

繰延税金資産の純額 1,249百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.5％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.7％

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△1.9％

住民税均等割等 11.5％

法人税特別税額控除 △6.1％

その他 △2.5％

税効果会計適用後の法人税負担率 43.2％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.4％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.1％

住民税均等割等 7.0％

法人税特別税額控除 △2.2％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税負担率 46.6％



(１株当たり情報) 

  

 
（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年２月21日
 至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１株当たり純資産額 667.58円 １株当たり純資産額 687.17円

１株当たり当期純利益金額 20.33円 １株当たり当期純利益金額 32.59円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
（自 平成16年２月21日
    至 平成17年２月20日）

当事業年度
（自 平成17年２月21日
   至 平成18年２月20日）

当期純利益（百万円） 607 998

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 24

 (うち利益処分による取締役賞与金) (－) (24)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 607 974

普通株式の期中平均株式数（株） 29,904,124 29,902,907

前事業年度
(自 平成16年２月21日
至 平成17年２月20日)

当事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

該当事項はありません。             同左



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

スルガ銀行㈱ 267,000 378

㈱静岡銀行 199,155 216

米久㈱ 66,324 89

三井トラスト・ホールディ
ングス㈱

48,000 77

㈱清水銀行 8,488 50

東芝テック㈱ 63,225 36

㈱ミレアホールディングス 16 35

㈱岡村製作所 30,600 31

㈱横浜銀行 34,638 29

㈱みずほフィナンシャルグ
ループ

32 28

その他28銘柄 92,723 125

計 810,202 1,099



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    建物 

 
  

２ 差引当期末残高欄の( )の金額は、償却不要分を含む貸借対照表の計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 12,978 711 341 13,349 7,483 701 5,866

 構築物 2,819 105 66 2,858 1,688 163 1,170

 機械及び装置 342 13 63 291 240 9 51

 車両運搬具 11 － 3 7 6 0 0

 器具及び備品 3,958 280 472 3,766 2,856 298 910

 土地 4,995 13 1 5,007 － － 5,007

 建設仮勘定 129 783 772 140 － － 140

有形固定資産計 25,235 1,907 1,721 25,421 12,274 1,172 13,146

無形固定資産

 借地権 162 31 － 193 － － 193

 商標権 20 1 － 21 11 2 10

 ソフトウェア 1,644 502 129 2,017 891 322 1,126

 電話加入権等 1 － － 1 0 0
(89)
0

 水道施設利用権 13 － － 13 6 0 7

無形固定資産計 1,842 534 129 2,247 910 326
(1,426)
1,337

長期前払費用 1,026 120 255 891 511 163
(681)
379

キミサワ御殿場２４６店 116百万円

ハックドラッグ藤が丘駅前店 61百万円

キミサワ自由が丘奥沢店 55百万円

ソフトウエア

基幹系システム 219百万円

情報系システム 124百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末日現在における自己株式数は、9,528 株であります。 

     ２ 任意積立金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

          

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、特定債権の回収による取崩額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 5,660 － － 5,660

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (29,911,678) (－) (－) (29,911,678)

普通株式 (百万円) 5,660 － － 5,660

計 (株) (29,911,678) (－) (－) (29,911,678)

計 (百万円) 5,660 － － 5,660

資本準備金及び 
その他資本剰余
金

(資本準備金)

 株式払込剰余金
(百万円) 4,918 － － 4,918

 合併差益 (百万円) 26 － － 26

計 (百万円) 4,945 － － 4,945

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 1,235 － － 1,235

(任意積立金)

 配当準備積立金 
      

(百万円) 500 － － 500

 別途積立金 (百万円) 6,672 200 － 6,872

計 (百万円) 8,407 200 － 8,607

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 199 － 17 48 133

賞与引当金 551 537 551 － 537

役員退職慰労引当金 160 12 － － 172



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

 
  

  

② 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

③ 商品 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

現金 423

預金

普通預金 4,808

当座預金 4

別段預金 0

預金の計 4,813

合計 5,236

相手先 金額(百万円)

国民健康保険団体連合会 623

社会保険診療報酬支払基金 557

㈱相鉄ビルマネジメント 152

スルガカード㈱ 78

㈱西武百貨店 71

その他 497

合計 1,981

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

1,899 20,107 20,025 1,981 91.0 35.2

品目 金額(百万円)

一般食料品 1,636

生鮮食料品 91

雑貨品 2,754

薬品 3,080

化粧品 4,934

合計 12,498



④ 貯蔵品 

  

 
  

⑤ 差入保証金 

  

 
(注) カネボウ不動産㈱は、平成18年３月１日付けでベルエステート㈱に社名変更しております。 

品目 金額(百万円)

備品事務消耗品 45

包装用資材 21

その他 1

合計 67

相手先 金額(百万円)

(保証金) ㈱大八 710

カネボウ不動産㈱ 543

奥産㈱ 489

五光建設㈱ 335

小林鋼材㈱ 306

その他 4,723

小計 7,109

(敷金)  ㈲指田商事 210

㈱相鉄ビルマネジメント 150

㈱函南ショッピングセンター 119

カネボウ不動産㈱ 102

㈱アサヒコーポレーション 100

その他 4,501

小計 5,183

合計 12,292



負債の部 

① 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

  

② 一年内返済予定長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱コバショウ 1,395

ピップトウキョウ㈱ 915

㈱パルタック 803

大正製薬㈱ 718

㈱大木 718

その他 8,285

合計 12,838

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 925

㈱静岡銀行 900

スルガ銀行㈱ 400

㈱みずほ銀行 400

日本生命保険相互会社 350

㈱横浜銀行 200

㈱清水銀行 200

静岡県信用農業協同組合連合会 100

合計 3,475



③ 長期借入金 

  

 
  

  

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 2,250

㈱静岡銀行 2,200

㈱みずほ銀行 900

スルガ銀行㈱ 800

日本生命保険相互会社 750

㈱清水銀行 500

㈱横浜銀行 300

中央三井信託銀行㈱ 300

合計 8,000



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １．決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表および損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.cfs-corp.jp/corp/ir/koukoku.html) 

なお、会社法施行日後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 
  

  ２．平成18年５月17日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当会社の公告方法は次のとお

りとなりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

 http://www.cfs-corp.jp/corp/ir/denkou.html 

決算期 ２月20日

定時株主総会 ５月

基準日 ２月20日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券

中間配当基準日 ８月20日

１単元の株式数 500株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店

  代理人
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき 300円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社 本店

  代理人
東京都港区芝三丁目33番１号
 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店 全国各支店

  買取手数料

 

以下の算式により算定した１単元当たりの委託手数料相当額を買取った単元未満株式
数で按分した金額。
(算定)
 １株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

(円未満の端数を生じた場合には切捨てる。)

 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。

公告掲載新聞名 日本経済新聞(注)

株主に対する特典

(1) 対象株主
  毎年２月20日現在における最終の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録さ
れた当社株式１単元以上を所有する株主および実質株主

(2) 株主優待の内容
  株主優待券(お買物券)3,000円相当(500円券×６枚)を年１回贈呈
(3) 送付予定時期
  毎年５月下旬



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 提出会社の親会社等の情報 

   当社には、親会社等はありません。 

 

２ その他の参考情報 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第58期)

自 平成16年２月21日 
至 平成17年２月20日

平成17年５月19日 
関東財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第59期中)
自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日

平成17年11月16日 
関東財務局長に提出

(3) 半期報告書の訂正報告書 (第59期中)
自 平成17年２月21日 
至 平成17年８月20日

平成17年11月18日  
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成17年５月18日

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成16年２月21日から平成17年２月20日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＣＦＳコーポレーション及び連結子会社の平成17年２月20日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年５月17日

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＣＦＳコーポレーション及び連結子会社の平成18年２月20日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成17年５月18日

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成16年２月21日から平成17年２月20日までの第58期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成17年２月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

  

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年５月17日

株式会社ＣＦＳコーポレーション 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの第59期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ＣＦＳコーポレーションの平成18年２月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

  

公認会計士桜友共同事務所

公認会計士  吉  野  昌  年  ㊞

公認会計士  中  市  俊  也  ㊞

公認会計士  石  井  和  人  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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